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Ⅰ　はじめに
先進国では近代化に伴う都市への人口移動の増加や核
家族化とともに、子育てのサポートが受けにくい状況が
発生している。日本では1950年代後半から急激に核家族
が増加したため 1）、家事や子育てを祖父母などの近親者で
サポートする体制が崩れ、若い夫婦のみによる子育ての
必要性が出現した。また第2、3次産業分野での女性労働
力需要の増加 2）や経済的要因による共働き世帯の増加 3）、
40代半ば以降の女性労働力率の上昇 2）等により、子育て
に伴う困難な状況が出現している。東アジアの先進国の
ひとつである韓国でも、1960年以降に同様の状況が出現
した 4）。
こうした状況をひとつの要因として日韓両国の少子化
が進行している。日本の合計特殊出生率は2005年に過去
最低の1.25を記録した 5）。韓国では 2000年以降その低下
が著しく、2005年には 1.08と世界的にも低水準になった
3）。このように少子化が急激な韓国で、1990年代半ばから
母子のサポートを行う新たな産後ケア施設が開設され、
日本でも注目され始めている。昨年筆者らも韓国の産後
ケア施設を訪問した際、産褥早期に退院した母子が母性
看護の専門家によるケアを受けながら、回復に努める様
子が観察できた。産後 1ヶ月間は新しい生活に適応して
いく時期であり 6）、心理社会的要因やホルモン変動との関
連から精神的に不安になりやすい 7）。先行研究はこの時期
における育児や授乳、産後の身体に関する不安が多いこ
とを報告し 8）9）、支援の重要性を示している。また、産後
1ヶ月目の抑うつ状態に関連する危険因子に子育ての困難
が指摘されており 10）、産後のうつ状態の持続は児への愛
着形成や児の発達に影響を与える可能性がある 11）ことか
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１）横浜市立大学医学部看護学科
育児サポートの不足は産後の母子の心身や愛着行動への影響を及ぼすにもかかわらず、現在
わが国では社会背景の変化により育児支援が受けにくい状況となっており、新たなサポート体
制の構築が重要課題となっている。本論文は、少子化の背景が日本と類似した韓国で新たに出
現した産後ケア施設の現状とその背景を明らかにすることにより、日本の新たな産後サポート
システムについて検討した。韓国、出産、産後ケア、文化、産育、育児支援、母乳哺育、産後
うつ病、Sanhujoriをキーワードとし、医学中央雑誌・ CiNii・ Pub Med・ EBSCO HOSTの文献
検索システムにより1983～ 2006年までの文献を検討したところ、韓国の産後ケア施設は1996
年頃誕生し、産後の疼痛症候群を予防するための Sanhujoriと呼ばれる慣習的産後ケアを行って
いたことが明らかになった。この産後ケア施設は、その後医療専門家がケアを提供する施設へ
と変化していったが、未だ法整備等の課題が存在している。日本での同様な産後ケア施設の設
置可能な場所としては、ビルの1フロアや病院内が考えられる。法的整備も必要になるが、後
者の場合専門家による必要な保健指導を継続して実施できるため、産褥の入院期間の短縮化が
可能となり、今日的な周産期医療体制の課題解決の一助となる可能性も考えられる。
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らも、産後のサポートの重要性がわかる。都市化、核家
族化が進む韓国で、産褥ケア施設という新たなシステム
出現の有用性が推測できる。日本でも厚生労働省が推進
する「子どもにやさしい街づくり事業」の一環として産
後ケア事業が1995年に開始した。しかし、平成13年の調
査では全国28市町にとどまっており 12）、退院後から1ヶ
月健診までの産後サポートが充実しているとは言えない。
日本も人口の都市集中化・人間関係の希薄さにより、実
家や近隣からの産後サポートを受けることが困難な状況
が出現しており、新たな支援体制が必要となっている。
本研究の目的は、韓国の産後ケア施設が出現した背景
やその現状、およびそのケアに影響していると予測され
る慣習的な出産と産後ケアについて明らかにし、日本の
新たな産後サポートシステムとしての産後ケア施設導入
の可能性を考えることである。
Ⅱ　研究方法
1. 研究方法：文献研究
2. 文献検索方法：医学中央雑誌・ CiNii・ Pub Med・
EBSCO HOSTの文献検索システムにより、1983 ～ 2006
年までの 23 年間の文献を検索した。キーワードは、韓
国・出産・産後ケア・文化・産育・育児支援・母乳哺
育・産後うつ病・ Sanhujoriとし、必要な文献を加えて検
討した。
3. 文献の種類：原著、研究報告、会議録、総説とし、抄
録は除外した。
4. 分析の方法：検索の結果、抽出された韓国の出産と産
後ケアに関する文献をその意味内容から 1.韓国の周産期
に関連する文化、 2.韓国の子育て、 3.韓国の少子化施策
の 3点に分類し、分析した。さらに韓国の周産期に関連
する文化に該当する文献をその意味内容から、 1）出産に
関連する慣習的なケア、 2）産後ケア施設、 3）出産に関連
したケアに分類し、分析した。なお、複数の研究者で分
析を行い、妥当性の確保につとめた。
Ⅲ　結果
上記の検索の結果26文献が抽出でき、分析対象として
原著論文は国内 5件、海外 11 件、研究報告は国内 4件、
海外 4件、会議録 1件、総説 1件であった。1995 年以降
の研究は23件で、そのうち16件が 2000年以降の研究で
あった。全文献を前述の3項目で分け、研究目的、対象、
結果についてまとめ、年代順に配列したものが表 1であ
る。韓国の周産期に関連する文化についての論文は、
2000年以降から文献数が増加していた（表１）。
1. 韓国の周産期に関連する文化
1）出産に関連する慣習的なケア
妊娠期の食物で摂取を避けるべきものは鴨、たこ、
蟹など形の変わったものや腐ったものであり 28）、人参
や翁草の根などの漢方薬を禁忌とする報告もあった 30）。
出産時の世話は姑や母親・村の老婆が行う。胎盤は藁
に包んで川に捨てるか、石をつけて川や海に沈めると
いった慣習があった 28）。
産後のケアに関しては、Sanhujoriと呼ばれる21日間
の特別な慣習についての記述が多くみられた。その内容
は①体を温める、②家から出ない（働かず休息すること）、
③特別な食事、④有害な状況から体を守る、⑤周囲のサ
ポートからなり、この実践をうまく行うことで病気を予
防できるとされ、特に Sanhubyungという産褥期疼痛症
候群の予防に役立つとの報告があった 24）31）。産後の特別
な食事にはわかめスープ・肉スープ・白米の摂取などが
あり、硬い・熱い・冷たい・塩辛い食事と香辛料は避け、
身体を温かく保つことが推奨されていた。スパイシーな
食物やカフェイン、朝鮮人参、キムチなどは母乳分泌に
負の影響を与える食物とされ、摂取を控えることが明示
されていた 25）。実際に Sanhujoriと呼ばれる産後ケアを
受けた期間は、初産で 20.4 日、経産で 18.1 日との報告
があった 29）。
また、Sanhujoriの経験の有無と更年期女性の健康状
態、特に身体的疼痛との関係を調査した研究において
は、初産時の Sanhujoriをうまくすごしたと自己評価し
たケースでは関節痛等の身体症状も少なく 29）、Sanhujori
の経験は分娩後長期にわたって女性の健康に影響を与
えることが示唆されている。
韓国では義母が産後の世話を担当するのが一般的で
あり 30）、分娩後は産婦の部屋に三神膳を用意し、7日毎
に 21日間わかめや米、水、糸などを供え、その食物で
わかめスープや白飯を料理し褥婦に食べさせるという
三神（産神）信仰や、病気の鬼神や家族以外の人の出
入りによる不浄から親子を守るための玄関へのしめ縄
等が慣習として記載されていた 28）。
こうした妊娠・分娩･産褥期の慣習は1960～ 1970年
代以前の家庭分娩が主流であった時代に実施されてい
たが 30）35）、病院分娩が普及した現在ではその多くが迷
信とされ実施されなくなっている 28）。しかし、「飲食を
管理することにより身体的・精神的に良い状態が得ら
れる」という韓国の古くからの考え方から 30）、わかめ
スープなど産後の慣習的食事は国内だけでなく、韓国
系アメリカ人やオーストラリア在住の韓国人の母親に
も引き継がれていた 16）。
2）産後ケア施設
（1）施設の概要
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表1　韓国の出産と産後ケアに関する国内外の文献一覧 
① Sanhujoriセンター の一般的な性格は、1.身体回復、2. 心理的回復、
3.産後教育、4.両親と子の絆、5.児のケアであった。②1998年から一番
早いものは始まった。③ビジネスの動機はオーナーの専門技術の活用。常勤
医師はいない。従業員は11～ 15人。利用者の平均年齢は26～ 30歳。
費用は600～700USドル。退院後すぐ入所。④初経比は41：60。 
① 1996年「聖母産後調理院」初開設、98年フランチャイズ事業開始後、
ジョリー ンは全国展開し始める。②医療施設としての位置づけがなく、事故
発生等の問題もあり2004年現在ではやや減少傾向。③産休後の職場復帰
が多いにもかかわらず育児休業制度がないため、母乳哺育を諦める率が高い。 
①産後ケアセンター 利用料金（2週間）は平均12万円。②利用理由は、
ソウルでは核家族化が進み、実家での世話ができないため。費用は褥婦の
両親が負担することが多い。③ケア内容は、育児指導・乳房マッサ ジー・
産褥体操指導・食事の提供・母児異室制である。 
①アメリカ在住の韓国人の母親たちは、妊娠 ･出産 ･ 産後の行動に関した
韓国の文化的実践を継続している。②一つの変化として、多くの母親達は
母乳が児にとってよりよいと信じているが人工栄養を選ぶ。 
 
①韓国人では産後のケア期間は一般的に3～4週間とされている。産後の
ケアについて、義母がその権限を持つが、ケアを提供するのは実母や夫もケ
アを行う。②韓国人女性は、病院では母乳分泌が足りないと言い、退院後
から母乳哺育を始めたがる。しかし、実際は病院で勧められて母乳哺育を開
始しても、退院後は人工哺乳を行う傾向がある。その理由は、児の啼泣に
対し、義母や実母が母乳分泌不足を指摘することが影響している。 
①母乳哺育率は13.9％、混合40％、人工栄養46.1％。②有職者・初乳
を与えない母は有意に母乳哺育率が低い。③対照群でも母乳哺育率に差は
なかった。④母乳哺育をしなかった理由では職場復帰・乳首の疼痛・母乳
不足が多かった。⑤「ムルチョ」と呼ばれる水っぽい感じの乳を嫌う傾向あり。 
 
韓国での新生殖医療は、儒教イデオロギー・父系出自原理の維持、強化を
もたらす一方で、核家族を単位とする家族意識の強化、女性の主体的選択
という面を強化する可能性がある。 
 
① 97.3％の対象者はc/sより経膣分娩を好意的に受け止めていた。②2/3
はc/sを異常妊娠に対する外科的処置と考えており、都市部に居住する人や
大学卒の人の方がこう考える率が高かった。③20代女性と中卒の学歴の
人に、膣は出産のためというよりは性的活動のためにあると考える率が高かっ
た。未妊婦のうち約3％の人がc/sを望んだが、その半数以上の人が経膣
分娩時の産痛に対する恐怖をあげた。 
サポ トー不足が産褥鬱の重要な要因。韓国社会では、この病気についてわ
ずかな研究がなされているが、伝統的なサポ トーは保護的役割を担っているら
しい。韓国の西洋化や、オー ストラリアに移住した韓国人の孤立化にともない、
産後の伝統的サポ トーの減少は、初産婦にとって重要。 
母―胎児アタッチメント、母としての自己同一性、母親の職業ステ タース、わ
が子との一体化、他者によるサポ トー、出生時の在胎週数は、産褥期の母
性の感受性に対する予測変数であることがわかった。 
 
①地方都市在住ケ スーの場合、初産時は実家、2人目は自宅で実妹が2ｗ
手伝いに来た。夫は家事はせず、育児ヘルプ実施②ソウル在住ケ スーでは、
2人とも実家から1ヶ月ほど実母が手伝いに来た。夫は家事はせず、育児ヘ
ルプ実施③ソウル在住ケースで、1人目は夫の実家で同居で義母が手伝う。
2人目は義母の近くで別居だが、出産前後1ヶ月は夫の実家で過ごす。家事 ･
育児の夫の手伝いなし④30年前の出産経験のあるケースでは、1人目は実
家で、その後は自宅が基本だが実家で産むこともあり。この夫婦は里帰り出
産反対派。 
①Sanhujoriは女性の確実な回復と長期的な視点での幸福と、子どもの健
康を確実に知るための「信念システム」と「実践システム」を含んだ現象で
あった。②信念システムとしてのSanhujoriは、「体を温め冷気を遮断するこ
とで、体を活性化させる」など6つの原則を持つ。③実践システムとしての
Sanhujoriは、信念システムによる動的な方法。これに失敗することは、母
親を様々な病気（Sanhubyung）のリスクにさらすことを意味する。 
①出産後、母乳哺育開始した割合は80％、しかし産後6ｗ時は40％に減
少していた②わかめスー プは全対象者が摂取しており、特に母乳哺育を実施
しようと決定していた母親たちの摂取率が高かった③産後6ｗ健診までに母
乳哺育をやめた理由は、「母乳不足」が最も多かった。（わかめスープの継
続は平均2.7週間）④対象者は平均アメリカ在住3.6年、平均年齢30.6歳。 
①人工妊娠中絶は1980年代まで急激に増加しており、中絶と出生はほぼ同
数。②希望子ども数の減少と男子選好のために既存の子どもの性構成がよ
り妊娠結果を左右する点で重要な因子になっている。 
韓国内の産後ケアセンターのうち、
研究同意が得られた27センターの
マネー ジャー もしくは管理者。 
 
 
記述なし。 
 
 
 
ソウル市内の産後ケアセンター 3ヶ所。 
 
 
 
対象はロサンジェルスに在住する21
人の健康な母親と満期産で出生し
た児。 
 
アメリカ在住の韓国人女性を対象。 
 
 
 
 
 
韓国光州地域 5ヶ所の総合病院小
児科と育児相談室を訪れた488組
の母児、及びこれらの病院に勤務し
ている医療専門職女性 121名を対
照群とした。（1998年4～6月） 
記述なし。 
 
 
 
韓国全土から無作為抽出した505
名の韓国女性（2001年2/7～2/14）。 
 
 
 
 
記述なし。 
 
 
 
韓国の 4つの大学病院で出産した
褥婦のうち、同意を得た産褥 6週
間目の褥婦 296名（2003 年 7～
11月）。 
1989年 8/9～8/19まで韓国を訪問
し、出産経験のある夫婦4組。 
 
 
 
 
 
 
Sanhujoriを体験した女性。 
 
 
 
 
 
出産後 6週間健診でメトロポリタン
病院を受診した韓国語を話す韓国
系アメリカ人褥婦50名が対象。 
 
 
11540 世帯が調査対象となり、そ
のうち7384世帯の既婚女性が対象。 
産後ケアにおける新しいタイプのヘ
ルスケア分娩システムの効果を理解
するために、Sanhujoriセンターで
提供されているプログラムを調査する。 
 
韓国における母乳哺育の現状と、
著者が経営する産後ケア施設を紹
介する。 
 
産後ケアセンター3ヶ所を訪問した
結果を報告する。 
 
 
妊娠 ･ 出産・産後の実践に対する
韓国人の信念と態度を調査する。ま
た、韓国人の母子相互作用の全般
的な特徴も記述する。 
韓国の伝統的な産後の慣習はアメリ
カの西洋医療の中では相反すること
があるが、異文化の女性たちに対す
る文化的な看護ケア実践時の留意
点について考察する。 
 
母乳哺育の実情を調査する。 
 
 
 
 
儒教イデオロギ とー父系出自原理に
規程されてきた韓国の家族について、
新生殖医療技術がどう影響を与えた
かを明らかにする。 
韓国人女性の分娩様式に対する考
えについて調査する。 
 
 
 
 
韓国人の背景から女性の産褥うつ
病（PND）における文化的影響の
存在を提供する。 
 
妊娠期のアイデンティティと社会的
サポ トー、母と胎児とのアタッチメン
トと人口統計学的変数に対する母性
の感受性について調査する。 
韓国における里帰り出産の実態を知
る。 
 
 
 
 
 
 
Sanhujoriを体験した女性の視点から、
その意味を明らかにする。 
 
 
 
 
母乳哺育の意向と、産褥期の食事
嗜好を明らかにする。 
 
 
 
妊娠結果の経年的変化を調査し、
人工妊娠中絶の決定要因を分析する。
又、中絶と男子選好が性比の歪み
にどう影響しているかを検討する。 
J Kim13） 
（2003） 
 
 
 
　貞淑 14） 
（2004） 
 
 
桜井礼子 15） 
（2006） 
 
 
E Choi16） 
（1986） 
 
 
JU 
Schneiderman17） 
（1996） 
 
 
 
YY Choi18） 
（2000） 
 
 
 
岡田浩樹 19） 
（2002） 
 
 
Sl Lee20） 
（2004） 
 
 
 
 
J Kim21） 
（2005） 
 
 
H Shin22） 
（2006） 
 
 
瓢風須美子23） 
（1990） 
 
 
 
 
 
 
EK Yoo24） 
（1993） 
 
 
 
 
KE Ludman25） 
（1996） 
 
 
 
 NH Cho26） 
（1996） 
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①産後のSanhujori の経験に対する主観的評価と期間は、出産回数の増
加とともに減少していく。②出産後初めてと3回目のSanhujori の経験が、
子どもの数や年齢、Sanhujoriの期間と主観的評価、流産後のSanhyujori
の有無と閉経といった要因に関連していた。③身体症状の苦痛率は、産後
のSanhujoriの体験の評価と流産後のそれを受けたかどうかに関連あり。 
①胎夢で児の性別を占う習慣②臍帯切断に使用する物品にも性差あり。次回、
男児が授かるように男児用の鎌で切断することがある。③三神信仰で、37日
間「三神膳」をそなえる。 
①平均年齢52.8歳、子どもは平均3.3人、閉経後の女性は67.4％、57％
が流産後にSanhujoriを受けていなかった。②76.1％が不健康を訴え、ひざ･
手に対する苦痛34.8％、肩の疼痛26.5％、腰痛22.4％。 
 
 
 
①平均年齢→対馬 73.9　韓国 68.0。②妊娠中の飲食上の禁忌…対馬
16.2％（魚類）、韓国82.7％（鳥獣類）で、漢方薬内服も禁止する率が
62％。③里帰り出産経験者…対馬45.3％（介助は産婆・助産師）韓国
2.5％（介助は義母）。④第1子出産後の家事手伝い者…対馬52％が実母、
韓国74.1％が義母。 
① Sanhujoriは、出産後の特別なケアで、心身両方をケアする。これは医
学的パラダイムであるだけでなく、文化的 ･ 伝統的パラダイムでもある。その
内容6項目の提示あり。②Sanhujoriを上手に過ごす事は、その女性の残り
の生涯で病気を予防することを意味する。③韓国では、出産はYinとYang
の不調和の過程であり、Sanhujoriは調和に戻すことである④産後21日間は
訪問者は制限され、十分な休養が必要とされる。 
①すべての社会構造変数を考慮した結果、専業主婦の幸福にはGRAsは
関連していなかった。しかし、態度とグループ間の相互作用では、役割が何
であろうと幸福は同意に関連していた。②妻 ･ 母としての役割は、幸福に対
して肯定的に関係していた。③妻役割は、働く母親たちの中で幸福に対し有
意に関連していた。④妻と母の役割は、専業主婦の母親の中で有意に関連
していた。 
①育児ストレス、夫に対する思い、育児を実施した幸福感、女性役割感の
国別間に有意差あり。②育児ストレスは中国が高く、日本、韓国、ブラジル
の順。③育児ストレスは日本 ･ブラジル・韓国では、育児環境に対するもの
が高く、中国は子どもの性格や子どもに対する扱い、育児にともなう束縛感
のストレスが高かった。④育児をして親として成長したと感じられる13項目の
合計値（親成長）は、中国が高かったが、育児をしての幸福感は逆の順位
となり中国が低かった。⑤夫に対する信頼や大切な気持ちは日本の母親が低
かった。 
①人口学的には、すべての地域で死亡率と出生率の低下を経験している。
②韓国・シンガポール・日本・台湾は世界でも最低水準の超少子化地域。
③日本以外は、働き盛りの人口が多い「人口ボーナス」の段階。④女性労
働では、韓国・日本は「M字型」を呈する（30代で一時的に女性労働人
口の減少あり）。⑤韓国の子育てでは、日本に比べ親族等による多様な援助
資源を持つ（祖母の援助が重要）。専業主婦間では、母親同士の自主的な
育児ネットワ クーの形成あり。共働き家庭では、親族に子を預けるかベビ シー
ッター を雇う必要あり、費用が高額。 
1960年代以降、徐々に病院分娩が広まり始め,分娩の医療化が開始。分
娩費の保険適応により、80年代から病院分娩が急増するとともに、合計特
殊出生率が減少傾向となる。2000年代に入り、医療化した出産サ ビースに
対する異議が表出し、ｃ/ｓから自然分娩へといった傾向が見られる。出生率
の急激な減少も要因となり、患者としての妊婦から、顧客としての妊婦として
捉える傾向が見られる。 
 
①合計特殊出生率2.07が、長期的に人口を維持できる水準である。②韓
国の場合、急激に減少しており、2005年には1.08と世界最低水準となった。
③原因は老後を子どもに頼るという儒教的考えの変化、教育費の増加、女
性の社会進出による初婚年齢の上昇が挙げられた。 
①韓国での不妊率は13.5％。②人工授精、IVF-ET等の不妊治療には保
険適用なし。不妊診断検査・排卵促進剤投与・薬物療法には適用。③少
子化の原因は、有職者女性の子育てが難しいこと・晩婚化・養育費と教育
費負担が大きいこと。 
①子の父系血統継承→婚姻時母の姓を受け継げる。②母の再婚時に新た
な義父の姓を認める（2005年改正）③同姓同本不婚制→9親等以上であ
れば婚姻可。④同姓同本の血縁者養子縁組→異性養子縁組可。⑤特別
養子制度の導入。 
1994 年 12月～ 96年 12月、ソウ
ルを含む韓国の7つの行政区域に
在住の女性308名。 
 
 
記述なし。 
 
 
1998 年 10/31 ～ 12/31、対象は
98名。 
 
 
 
 
1996 年 3月～ 97 年 6月までの期
間で、既婚の自宅分娩経験者156
名（韓国81名、対馬75名）。 
 
 
記述なし。 
 
 
 
 
 
1995 年にソウル在住者から採用さ
れた558名。（うち有職者263名、
専業主婦295名）。 
 
 
 
対象は、京幾道の保育園、北京の
幼稚園、ブラジリア在住、静岡の
保育･幼稚園に通園させている母親、
各186名、278名、79名、625名。 
 
 
 
 
タイ･ 中国 ･シンガポール・台湾・
韓国の5地域の都市中間層が対象。 
韓国：プサン広域市とその周辺地域、
テグ広域市とその周辺地域で、育
児期にある家庭、高齢者、シング
ルマザー、シングル女性、施設居
住高齢者 42ケースが対象（2000
年8～9月）。 
記述なし。 
 
 
 
 
 
 
記述なし。 
 
 
 
記述なし。 
 
 
 
記述なし。 
女性の健康状態とSanhujori の経
験との関係を明らかにすることを目的
とする 
 
 
韓国のお産文化と近代医療の相互
関係から、韓国の「男児信仰」に
ついて考える。 
出産後および流産（中絶）後の非
専門家による伝統的な産後ケアであ
るSanhujori の経験と、リウマチ性
内科外来を受診した関節炎を患う女
性の現在の身体症状との関係を明
らかにする。 
日本（対馬）と韓国（晋州）で、
妊娠・出産に関する伝承を調査し、
共通点・相違点、相違点の文化
的背景を検討する。 
 
女性に関係する心身の問題が特に
ユニークで韓国のみに見られる
[Taekyo][Sanhujori][Hwapyung]
について説明する。 
 
 
韓国における働く母親と主婦の母親
との中で、心理学的な幸福に関す
るジェンダー役割への姿勢（GRAs）
と、役割の質との関係を調査する。 
 
 
在日外国人の国籍別上位 3カ国で
ある韓国・中国・ブラジルの故国
に住む母親の育児問題を明らかにし、
わが国の母親と比較検討する。 
 
 
 
 
東アジアと東南アジアの5地域と日
本を比較することで、現代日本の育
児を困難にしている要因を探る。 
 
 
 
 
 
韓国社会における妊娠と出産の医
療化の過程を医療化に参加した医療･
国家 ･女性という観点から検討する。
また、韓国社会の出産の医療化と
医療化の性格が女性の身体への統
制権確保にどう影響したかを明らか
にする。 
韓国の少子化の現状とその背景、
生殖医療の問題点について考える。 
 
 
韓国の不妊の実態、出生率低下の
問題、日本の不妊女性に対する卵
子売買について報告する。 
 
韓国の伝統的な家族文化は男系血
統中心の祭祀本位を特徴とする。
子の父系血統継承により姓不変原則・
同姓同本養子制・夫婦別姓制・同
姓同本不婚制といった韓国固有の
特殊な制度を概観し、それらの変化
について若干述べることを目的とする。 
KY Eun27） 
（1997） 
 
 
 
李　善愛 28） 
（1999） 
 
YM Chong29） 
（1999） 
 
 
 
 
大石和代 30） 
（2000）  
 
 
 
 WW Kim31） 
（2001） 
 
 
 
 
 H Kim32） 
（1998） 
 
 
 
 
清水嘉子 33） 
（2004） 
 
 
 
 
 
 
落合恵美子 34） 
（2004） 
 
 
 
 
 
 
チョ ヨンミ 35） 
（2006） 
 
 
 
 
 
大野虎之進 36） 
（2007） 
 
 
李　任順 37） 
（2007） 
 
 
高　翔龍 38） 
（2007） 
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産後ケア施設が出現したのは1996年頃で 13）15）、一時
200～ 400施設程度に増加したが、医療施設としての位
置づけがなく、事故発生などもあって閉鎖が相次ぎ 13）、
現在は国内に200～ 300施設存在する 13）15）。産後ケア施
設の従業員の職種は、助産師、看護師、看護助手と調
理師やハウスキーパーであり、小児科医が週に何度か
新生児の診察を行なう。褥婦の平均的施設利用日数は
17.6日であり、初産と経産の利用者割合は4： 6、滞在
費用は約＄600 ～ 700（約 6万 6千円～ 7万 7千円）か
ら 13）2週間で12万円程度と報告により幅がみられた 15）。
利用理由として、出産のための入院期間が平均2～3日
間と短いにもかかわらず、核家族化により実母・義母
による慣習的な産後の世話を受けることができない点
が指摘されていた 13）15）。
（2）施設で提供されているケア
Kim13）の調査によると、産後ケア施設で提供されてい
るケアの内容は、栄養管理や乳房ケア、産褥体操など
の身体的回復へのケアや、産褥うつ予防プログラムと
いった精神面へのケア、悪露等の異常兆候や避妊法等
の保健指導、母乳哺育への援助、両親と児の愛着形成
への援助、新生児ケア等であったが施設による差がみ
られた。その他、写真サービスやエステ等の報告もあ
った 17）18）。また、3文献で調査されたすべての産後ケア
施設で乳房マッサージの提供があり、褥婦の入所理由
のひとつになっていた。授乳は母児異室制をとる施設
と、希望により母児同室とする施設があった。
（3）施設の今後の課題
産後ケア施設はサービス業に分類されており、専門
機関からの開設許可等の必要がないため、施設運営や
サービスの質を規定する法律がない。そのため、現在
法整備が求められている。さらに医療施設としての位
置づけがないため、産後ケア施設での小児科医等によ
る診療が医療サービス法の違反となることも課題であ
る 13）。また、施設側は対象の個別性に沿ったケアを提
供していると主張するが統一した基準がないのが現状
であり、科学的な知識に基づかない慣習的な食事の提
供、父親の育児参加に対する援助不足といった課題も
存在する 13）。産後ケア施設の多くは大規模な会社が経
営しており、妊婦たちの経済的社会的な層の厚さや施
設の立地条件を考慮しなければ経営が難しいことから
15）、商店街のビルの一部にあることが多い。
3）出産に関連したケアの特徴
母乳栄養に関する調査において、児の健康にとって
母乳が理想的な栄養であると答えた母親の割合は
75.0 ％（366 名）を占めたが、実際の実施率はわずか
18.6%（68名）に過ぎず、その理由として分娩後早期か
らの職場復帰の影響が示唆されていた 18）。韓国系アメ
リカ人の母親を対象とした報告も同様の結果を示して
いた 16）。また、キムチなどスパイシーな食べ物を好ん
で食べる食習慣を母乳分泌に負の影響を与えるとして
産後禁忌とする慣習は、韓国人の母親たちにとって母
乳哺育の継続を妨げる因子となっているという報告も
あった 16）。
Kim13）21）は臨床での産褥うつ病ケースが少ない理由と
して、韓国女性は子育てに伴う苦難や悩みを自然な経
過と捉える傾向があること、不適切な産褥ケアの結果
Sanhubyungが発症すると考えられていることから、そ
の改善策として実家や産後ケア施設で、親族が適切な
産褥サポートの提供につとめることを指摘していた。
一方、韓国の西洋化や、他国に移住した韓国人の孤立
化に伴う産後の慣習的サポートの減少が初産婦へ及ぼ
す影響も報告している。
2. 韓国の子育て
落合ら 34）の日韓比較では韓国の母親の方が親族・友
人・地域機関など多様な援助資源を持っており、なかで
も子どもの具体的な世話にかかわる援助は夫と親族を中
心とし、育児情報の提供や不安の充足などの支援は地域
や友人にも広がる傾向があった。親族によるサポートは
夫方・妻方双方の事例があり、祖母の援助がもっとも大
きかった。職業移動や新築マンションの建設ラッシュと
いう背景から、新たな土地での専業主婦同士の自主的な
ネットワークの形成が見られた。夫婦共働きケースでは、
乳児を対象とした保育施設が少ないため、夫婦どちらか
の祖母や親族の援助、もしくはベビーシッターの雇用で
対応している。別居している祖父母に子どもの送迎や料
理をしてもらいながら、夫婦でフルタイムワークを継続
するケースの報告もある。保育施設には1～3歳ごろの子
どもを対象としたアガバンやノリバンと呼ばれる小規模
託児施設や、3歳以降の子どもの幼稚園やオリニジプ（福
祉施設）があり、費用は習い事を含めると 1ヶ月あたり
40万～ 100万ウォン（4万 7千円～ 12万円）となる。そ
のため、子どもの年齢が 5歳ごろを境に母親の役割はケ
ア役割から教育サービス購入費獲得と教育サービスのマ
ネジメントへと転換する。
こうした母親たちへのストレスに関する調査で値が高
かった項目は、「就労している母親に対する社会や行政の
配慮が足りない」と「育児環境が不備なので子どもの行
く末に不安をもつ」、「子どもの知能に気がかりがある」
であった。女性役割観には、「子どもが手を離れてからは
仕事をするべき」と答えた割合が半数以上を占めていた 33）。
3. 韓国における少子化施策
大野 36）は①子どもに頼らず老後をすごすという考え方
への変化、②教育費など子育てに必要な経費の増加、③
女性の社会進出による初婚年齢の上昇、④1997年の「ア
ジア経済危機」時の国際通貨基金による再建過程での失
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業者の増加や終身雇用・退職金制度の崩壊など、雇用の
不安定化が結婚や出産を控える傾向を強化したと指摘し
ている。李 37）はこれらの要因に加え、子育て中の母親の
就労継続の困難さを強調するがその詳細な記述はない。
Choら 26）によれば、理想とする子ども数の推移は1968年
で3.9人だったものが1991年には2.1人に減少していた。
韓国政府は「保育施設の充実と教育計画」の中で保育
費支援という総合的な対策や 36）、国公立育児施設拡充を
図っている 37）。その他90日間（産後45日間以上）の出産
休業や取得可能な育児休業期間の 1年間延長と、雇用保
険からの育児休業給付を可能にした。他の施策として、
乳幼児保育料や二人以上の子どもがいる家庭の大学資金
融資の拡充や地域児童センター拡大、低所得者層の不妊
夫婦に対する不妊検査給付50万ウォン（約6万円）や不
妊治療給付300万ウォン（約38万円）がある 37）。
家族扶養控除や教育費控除などの税制上の支援策はある
が、児童手当制度は提言にとどまり 36）、OECD等の他国に
比べ結婚･出産による税控除率が低いこと、育児休暇制度
があっても実際の取得状況は2003年で6814人と政府の見
込みを大きく下回っていることが課題となっている 37）。
Ⅳ　考察
本研究の結果から、韓国の新たな産褥ケア施設の誕生
の背景とその現状、こうした新たな産後ケアシステムの
日本への導入の可能性という3点について検討する。
1. 韓国の産後ケア施設
1）施設誕生の要因　
韓国の産後ケア施設が誕生したのは1996年ごろであ
り、誕生要因を考えると、まず経済発展を背景とした
1970年代からの核家族化の進行と居住環境の制約によ
り、産後のサポート役である親族と離れて暮らすよう
になったことがあげられる。また、女性労働率の上昇
によって、更年期以降の年齢層の女性就労者数は 1982
年からの30年間で約10%増加した 2）。それらの影響で、
褥婦の実母や義母による産後ケアの提供を困難にした。
さらに、少子化の進行に伴い、利口で頭の良い子ども
を生んでしっかり育てるという母親役割がより重要な
目標となったこと 18）、メディアや妊娠マニュアルによ
る科学的な出産管理の奨励と知識の普及、1980年代以
降の急激な施設分娩数の増加や1990年代での帝王切開
率の急激な上昇に代表されるような「分娩の医療化」36）
などによる家庭での Sanhujori実践の衰退がその要因と
いえる。
母子保健知識の普及により、しめ縄等の実践は迷信
とされた一方で、わかめスープの摂取等は実践されて
いる。この韓国独特の Sanhujoriと呼ばれる21日間の産
後ケアには産褥期の疼痛症候群 Sanhupungを予防し、産
褥期以降の健康を維持する目的がある。Choungら 29）の
研究から Sanhujoriの経験は女性の健康に長期的に影響
すると考えられているため、韓国の人々はこの実践の
継続を望んでいると推察できる。Sanhujoriのケア提供
者は実母や義母といった親族が主であったが、核家族
化の進展や夫婦双方の実家から離れた場所に居住する
ケースが増加したため、親族からのサポートが受けに
くい状況を生み出した。そこで産後の慣習を継続する
ための代替として、非専門家による産後ケア施設が
1996年ごろに誕生したと考えられる。
産後ケア施設は当初大企業のフランチャイズ店とし
て出店されていた。これは企業の業績拡大のための新
たな部門への新規参入の選択の結果といえる。しかし
非専門家による産後ケア施設は看護ケアによる事故発
生などから閉鎖が相次いだため 14）、新たな専門職者に
よる施設が出現したと考えられる。
すなわち産後ケア施設は、慣習的な産後ケアへのニ
ーズと企業の新規参入というシナジー効果から商業ベ
ースで登場し、その後助産師や看護師といった母子保
健の専門職の参加による産後ケア施設の誕生に至った
といえよう。
2）産褥ケア施設の現状　
Sanhujoriの内容は、母乳分泌を促し産後の回復を促
進する食事の提供や、母子が安全に心地よく産褥期を
過ごせるような休息の場の提供、母子の生活援助への
サポート提供等である。産後ケア施設では、母子に対
する生活援助へのサポートに加え、入院中に獲得でき
なかった母乳哺育や育児技術の獲得へのサポート、産
褥期に必要な避妊知識等の保健指導も実施しているこ
とがわかった。昨年の視察で筆者らは実際に文献に提
示されたケアが実施されていることを確認した。褥婦
の部屋は3畳ほどであり、母親が疲れたときは新生児室
へ児を一時的にあずけ、母親は自室で休息がとれる環
境になっていた。
産後の母親に不安が強く出現する時期は分娩後から
退院後 1週間までという報告 39）や、分娩後から産後 1
ヶ月まで不安が高いとする報告 10）がある。産後 1ヶ月
は自分の育児方法を完成させ、実現させていくための
重要な時期であり 40）、十分な支援が必要となる。産後
に自宅養生した群では里帰りをした群に比べ、エジン
バラ産後うつ病自己評価表の得点が高値を示す傾向が
あり 41）、サポートを受けやすい環境の整備も産褥期の
母親の健康保持に有用といえる。韓国の産後ケア施設
利用者と非利用者を対象とした産後1ヶ月時の希望支援
内容の比較報告 9）では、支援が十分であると答えた率
は施設利用者に有意に高く、育児指導や母乳哺育支援
を希望する割合は非利用者に高いことから、ケア施設
でのサポートの有用性が推測できる。また、乳房ケア
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の存在は施設入所理由のひとつにもなっており 15）、母
乳哺育へのニーズは高い。1980年代以降の世界的な母
乳哺育推進にもかかわらず、1979 年頃までは 8割以上
あった韓国の母乳哺育率 42）が低下した原因は、分娩後
短期入院期間内の支援不足や、育児休業期間の短さに
よる早期職場復帰の影響が考えられる。韓国における
男女共同参画状況は厳しく 3）5）、家事や育児は女性の役
割という認識がある。乳児対象の保育施設は少なく、子
育て中の女性の就業継続の困難さが推察できる。産後ケ
ア施設では夫が妻や子どもたちと一緒に宿泊できる状況
ではなく、産後早期の父親の育児参加は難しい 13）。今後
は、産後ケア施設での産後早期からの父親の育児参加
プログラム等の導入も課題になる。また、母児の安全
確保のための産後ケア施設に対する設置基準等の法整
備が不可欠であると同時に、提供されるケアの質の評
価を実施することも母子とその家族の健康な生活を支
えるうえで重要な課題である。
2. 日本の産後ケア
1）産後ケアの現状　
親族による産後のフォローは日本でも慣習的に実施
されており、韓国の Sanhujoriに類似している。日本で
は古来からお産に伴う血の穢れを嫌い、産屋と呼ばれ
る出産のための場が存在した。産忌を男児の場合30日、
女児の場合31日とし、産土神に詣でるお宮参りの風習
が現代も存在する 43）。この産忌の時期は実家や自宅等
で静養し、新たに家族に加わった児との生活に順応す
るために、実母や姉妹などが家事等の生活支援を行う。
しかし、現在では日本でも産褥早期からのシャワー浴
が可能となり、産後3週間の床上げ等の多くの慣習は薄
れている。
産褥1ヶ月の母親を対象とした全国調査で、産後の育
児環境は実家が 57.0 ％と最も多く、次いで 38.9 ％が自
宅、夫の実家は3.5％、家事育児の援助者は60.0％が親、
35.4％が夫であり、95.0％以上の褥婦が家族の援助を受
けているが、母乳哺育や育児不安、乳児の不眠等に関
する心配事を抱えていた 3）。日本でも 1950 年代半ば以
降の施設分娩の増加と産科領域の治療技術の進歩によ
る分娩の医療化促進に加え 43）、核家族化や地域社会と
の関係性の希薄化により親族や近隣の人々の子育てに
ふれる機会が減少したため、母子保健の専門職者によ
るサポートの需要が増加していると考えられる。その
ため、9割以上の褥婦が産後1ヶ月間家族のケアを受け
ていても充分とは言えず 8）、新たな対策の必要性が示唆
される。
また、この 30年間で 45歳から 60歳未満の更年期女
性の労働力率は約10%増加しており 3）、この世代からの
産後のサポートを受けにくい状況が発生している。母
親たちの自助努力として病院や助産所等での産後の育
児サークルの報告もある 44）が、大規模な実施とはいえ
ない。育児休業給付も徐々に引き上げられているが、
育児休業の取得は、限られた就労女性にとどまってい
るのが現状である。日本の少子化対策は、韓国のそれ
と比較すると育児休暇の取得率や児童手当制度等では
やや良い状況ではあるが、決して充実しているとはい
えない。特に産後1ヶ月間は母親の精神面が不安定であ
ることから 33）、今後この時期に焦点を当てた新たな育
児支援体制としての産後ケア施設が求められるであろ
う。
2）産後ケア施設導入の可能性
韓国で展開されているような産後ケア施設の開設を
日本で試みる場合について検討していく。開設場所と
しては、利用者の利便性等を考えた立地条件で資金が
あれば、韓国と同様にビルの1フロア等が候補となる。
NPO法人格を取得できれば、地方自治体からの補助金
も獲得可能な選択肢となる。顧客の確保等で問題が生
じる可能性があるため、産科医療機関との連携が必要
となる。加えて、韓国の反省に学んで母子の安全を確
保する必要がある。つまり社会福祉事業法等の法律に
よる規制が不可欠で、新たな法整備が必要となる。も
うひとつの方法として院内助産院のように産後ケア施
設の病院内設置が考えられる。病院内設置であれば、
経営母体が同じ場合は賃貸料も発生しないというメリ
ットがあり、母子保健の専門職者の確保についても、
同じ施設内の職員を配置できる可能性がある。一方、
わが国では産科医不足による産科病棟の閉棟とともに、
大規模病院での病院内潜在助産師が、厚生労働省によ
る調査の助産師不足数（1700人）を補えるほど存在し
ていることが明らかになっている 45）。病院内への産後
ケア施設設置はこのような病院内潜在助産師活用策と
もなりうる。病院外での産褥ケア施設の場合と同様に
法的整備も必要だが、病院内に産後ケア施設を設置す
ることで、専門職による母児に必要な保健指導の継続
した実施が可能となり、分娩・産褥の入院期間の短縮
化につながり、今日的な周産期医療体制の課題解決の
一助ともなる可能性がある。
Ⅴ　終わりに
韓国では妊娠・分娩・産褥に関する慣習は薄れている
が、Sanhujoriに代表される慣習的産後ケアは現在も広く
実践されていた。社会変化によりこの実践の継続が困難
となってくると、産後ケア施設という親族以外の母子保
健の専門職による産後ケアの実践が、韓国社会に浸透し
始めていた。日本でも韓国と類似した背景により、従来
からの家族による充分なサポートが受けにくい社会状況
が発生しており、新たな支援体制の構築が求められてい
る。日本においても産後ケア施設のような新たなケアシ
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ステムを含め、今後検討を重ねていく必要性がある。
なお、本研究の一部は第48回日本母性衛生学会総会に
て発表した。
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